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大規模災害からの復興まちづくりの事例

第１回 高知県中山間地域
事前復興まちづくり計画策定指針検討会

参考資料１



ガイドラインなど被災市街地復興特
別措置法

被災者生活再建支援法
（調査対象候補のみ抜粋）

大規模災害からの
復興に関する法律

激甚災害に対処するた
めの特別の財政援助
等に関する法律

災害名

なし新潟県：全域－激甚災害平成16年
新潟中越地震

なし宮城県：栗原市なし激甚災害平成20年
岩手・宮城内陸地震

なし

奈良県：五條市、天川
村、野迫川村、十津川
村
和歌山県：全域

なし激甚災害平成23年
紀伊半島豪雨

なし広島県：広島市
兵庫県：丹波市なし激甚災害平成26年

8月豪雨災害

第２１条の規定によ
る「入居者資格の特
例」が適用

熊本県：全域非常災害激甚災害平成28年
熊本地震

なし新潟県：糸魚川市なしなし平成28年
糸魚川市大規模火災

なし北海道：全域なし激甚災害平成30年
北海道胆振東部地震

第２１条の規定によ
る「入居者資格の特
例」が適用

愛媛県：全域、岡山県：
全域、広島県：全域なし激甚災害平成30年

7月豪雨災害

第２１条の規定によ
る「入居者資格の特
例」が適用

熊本県：全域非常災害激甚災害令和２年
７月豪雨災害

第２１条の規定によ
る「入居者資格の特
例」が適用

石川県：全域非常災害激甚災害令和6年
能登半島地震 事前復興まちづくり計画検討のためのガイドラインに

ついてR5.7

復興まちづくりの事例
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津波被災市街地復興手法検討調査 （とりまとめ)H24.4

H17.8 中山間地等の集落散在地域における地震防災対
策に関する検討会 提言

大規模災害からの復興に関する法律制定H25

地方都市等における地震対応ガイドラインH25.8

津波被害からの復興まちづくりガイダンスについてH28.6

H28.12 熊本地震を踏まえた応急対策・生活支援策の在り
方について（報告）

H29.8 大規模災害時における被災者の住まいの確保策に
関する検討会

糸魚川大規模火災の経験をふまえた、 今後の復
興まちづくり計画の考え方H29.12

復興まちづくりのための事前準備ガイドラインについてH30.7

防災移転計画制度創設（都市再生特別措置法改正法）R2.6

特定都市河川浸水被害対策法改正（流域治水
関連法）特定都市河川 指定要件拡大R3

津波被害からの復興まちづくりガイダンス（改訂
版）についてR4.3

H18.3 被災地域における多様な主体の連携による中山間
地域まちづくり推進調査報告書



平成20年岩手・宮城内陸地震①

2

地震被害の概要
 発生日時：平成20年６月14日８時43分頃
 震源地：岩手県内陸南部（北緯39度01.7分、東経140度52.8分）
 規模：マグニチュード7.2（暫定値）
 各市町村の最大震度（震度６弱以上）

 震度６強：岩手県奥州市・宮城県栗原市
 震度６弱：宮城県大崎市

出典：栗原市『【岩手・宮城内陸地震】速報 第97報』
（平成21年３月12日14:00現在）

出典：宮城県栗原市長佐藤勇『平成20年岩手・宮城内陸地震への対応と復興に向けて』平成21年２月13日

震源に近い栗原市では、大規模な地す
べりを始め林地崩壊等が多く発生

岩手・宮城内陸地震の被害状況等（栗原市）
出典：内閣府防災情報のページ災害復興対策事例集



平成20年岩手・宮城内陸地震②

 復興計画のコンセプトは上図のとおりである。復興計画では３つの目
標を設定し、「水と緑、山の再生へ」をスローガンとしている。ヒアリング
では、山の再生には観光客が来ることが必要であり、そのためには「緑と
水を再生することが重要」であるとして、次のような観点が示された。
 多くの離職者に、一刻も早く仕事についてもらうためには、観光
施設を再開し、そこに農家の方々が食材を供給できる環境が
必要。それができれば「水と緑、山の再生へ」つながることが期待
できる。

 山の再生は10年、15年の事業なので、宿泊施設があれば工
事の人に提供することもでき、民家を貸すなど、新たなビジネス
が生まれることも期待したい。

出典：内閣府防災情報のページ 災害対応資料集

出典：水と緑、山の再生へ 栗原市震災復興計画

出典：平成20年 岩手・宮城内陸地震からの復旧について（栗原管内） 宮城県
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（復興計画）



平成23年紀伊半島豪雨①
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 紀伊半島大水害では「深層崩壊」と考えられる大規模な斜面崩壊が多数発生した。
 河道閉塞箇所では決壊した場合に下流側の集落等に大きな被害が発生する可能性があるため、長期間の警戒、避難が必要となった。

出典：紀伊半島大水害の記録 平成25年3月 奈良県



平成23年紀伊半島豪雨②

出典：奈良県紀伊半島大水害復旧・復興推進本部「紀伊半島大水害復旧・復興の現状と取組 平成27年２月更新版」

 インフラ等の大規模崩壊への対策

 新しい集落づくり

 十津川村では、今後の集落づくりのモデルとなる安全・安心な集落として、
谷瀬地区と高森地区を選定

 高森地区においては、高齢者が村に住み続けられる集落モデルを構築す
るため、高齢者向け住宅の整備と集落空間の整備に取り組み
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（復旧・復興）



平成26年8月豪雨災害（広島土砂災害）①
 広島市内で土石流107箇所、がけ崩れ59箇所の計166箇所で土砂災害が発生し、死者77名（うち関連死３
名）、負傷者68名の人的被害をもたらした。

 建物（住家）被害は、全壊棟数は179棟、半壊棟数は217棟を含む合計4,749棟。

出典：平成26年8月豪雨 被災地域の復興まちづくりまとめ 令和5年9月 広島市 6

出典：内閣府防災情報のページ災害復興対策事例集



平成26年8月豪雨災害（広島土砂災害）②
 復興まちづくりビジョンの位置付け

 復興まちづくりのイメージ

出典：平成26年8月豪雨 被災地域の復興まちづくりまとめ 令和5年9月 広島市出典：平成26年8月20日豪雨災害 復興まちづくりビジョン 平成27年3月 広島市 7

（復興まちづくりビジョン）



平成28年糸魚川市大規模火災①

出典：新潟県糸魚川市「糸魚川市駅北復興まちづくり計画 H29.8」

 糸魚川市の大火は、平成28年12月22日10時20分頃に発生し、翌23日16時30分の鎮火に至るまでの約30時間にわたる
大規模な火災となった。乾燥した南からの強風にあおられ､延焼や飛び火などにより火元から約300メートル離れた日本海沿岸で
燃え広がり､火災としては初めて被災者生活再建支援法（風害による）が適用された。

出典：糸魚川市駅北大火からの復興まちづくり 新潟県糸魚川市 8



平成28年糸魚川市大規模火災②

 木造の建築物が密集する地域の解消にあたって、被災エリアの全面的
な面的整備による復興ではなく、修復型のまちづくりを選定し、事業を
迅速化

 範囲を限定した土地区画整理事業（敷地整序型）

出典：糸魚川市「糸魚川市駅北復興まちづくり計画（平成30年5月改訂版）」
出典：糸魚川市駅北大火復興情報サイト HOPE糸魚川 パンフレット

 復興まちづくりのイメージ
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（復興まちづくり計画）



平成30年北海道胆振東部地震①
 平成30年９月6日３時7分、北海道胆振地方中東部においてマグニチュード6.7の地震が発生し、厚真町で震度7、安平町と
むかわ町で震度6強、札幌市東区で震度6弱を観測したほか、北海道から中部地方の一部にかけて広い範囲において震度6弱
から1を観測した。

 人的被害地震による死者は42名（厚真町36名、苫小牧市2名、むかわ町1名、新ひだか町1名、札幌市2名）、重軽傷者
762名となった。

 住家被害については、震源地周辺や人口が多い札幌市を中心に全壊が462棟（厚真町222棟、札幌市95棟、安平町93
棟等）。

出典：国土交通省「平成30年北海道胆振東部地震への対応状況」 10

出典：内閣府防災情報のページ災害復興対策事例集



平成30年北海道胆振東部地震②

 厚真町を中心に発生した土砂災害に対し、新たに国直轄で土砂災害対策を推進することから、平成30年10月２日に「厚真川
水系土砂災害復旧事業所」を設置し、平成31年４月１日に「厚真川水系砂防事業所」へ改編し、体制を強化した。

 大規模な河道閉塞が発生した日高幌内川及び大規模な山腹崩壊が発生したチケッペ川・東和川では、令和元年７月末に応急
的な対策を完了し、引き続き、河道内に堆積した不安定土砂等の再移動による二次災害の防止を図るため、施設の恒久化対
策に着手した。

出典：内閣府防災情報のページ 災害対応資料集 国土交通省北海道局「北海道局復興・強靭化推進本部の取組状況について」 11

出典：内閣府防災情報のページ災害復興対策事例集

（復興対策）



平成30年7月豪雨災害①

 平成30年７月豪雨では、西日本を中心に、広域的かつ同時多発的に土砂災害が発生した。

出典：国土交通省 平成30年7月豪雨災害の概要と被害の特徴 12



平成30年7月豪雨災害②

平成３０年７月豪雨は、ふるさとに多くの爪あとを残しました。この復興
計画は、早期の復 興を目指して、総合計画の一部をなすものとして策定
します。災害後の市民アンケートにおいて、「これからの宇和島市の目指す
べきまちのイメージは」との問いに、多くの方が「誰もが安心して暮らせるま
ち」を選択しています。さまざまな機関や団体からの支援と協力も得ながら、
まずは「復旧」に速やかに取り組むとともに、今回の災害を踏まえて、「 つ
な ぐ 」をひとつのキーワードとして、「未来咲く ふるさとうわじま」を人と人を
つなぎあって、ともに創っていくため、本計画では３つの基本施策を柱として
復興への歩みを進めます。

 愛媛県宇和島市 復興の理念（姿勢）  農地の復旧（園地）

 ボランティアによる被災農家の早期復興支援

出典： 宇和島市「宇和島市復興計画（平成31年3月）」
出典：宇和島市「平成30年7月豪雨 宇和島市災害記録誌」13

（復興計画）



令和2年7月豪雨災害①
 令和2年7月豪雨は、熊本県内各地で河川の氾濫や土砂災害等を引き起こし、熊本県南部を中心に、家屋の浸水や倒壊、
公共土木施設、ライフラインに甚大な被害をもたらした。人的被害は、死者は65人、行方不明者は2人、重軽傷者は51人に
上り、住家被害は、7,300棟を超える。

出典：熊本県土木部 令和2年7月豪雨 被災状況速報版 14

出典：令和2年7月豪雨の記録と復興への歩み 熊本県ホームページ



令和2年7月豪雨災害②

出典：熊本県ホームページ 令和2年7月豪雨からの創造的復興と「緑の流域治水」の推進

 緑の流域治水の取組
熊本県が令和2年11月に表明した球磨川流域の治水の考え方で、河川の整備だけでなく、遊水地の活用や
森林整備、避難体制の強化を進め、更に、自然環境との共生を図りながら、国、県、流域市町村、企業、住民
が協働し、流域全体の総合力で安全・安心を実現していくものである。
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（創造的復興）



QRコード復興計画URL市町村対象災害

https://www.kuriharacity.jp/w007/010/010/01
0/030/217.html栗原市平成20年

岩手・宮城内陸地震

https://www.vill.totsukawa.lg.jp/administration
/gyousei/十津川村平成23年

紀伊半島豪雨

https://www.city.hiroshima.lg.jp/saigaiinfo/fuk
kou/1025533/1025537/1017745.html広島市

平成26年8月
豪雨災害

（広島土砂災害）

https://www.city.itoigawa.lg.jp/hope/disaster_
recovery/shiminkaigi/index.html糸魚川市平成28年

糸魚川市大規模火災

https://www.town.atsuma.lg.jp/office/disaster
/reconstruction/plan/厚真町

平成30年
北海道胆振東部地震

https://www.town.abira.lg.jp/iburitobu/keikak
u安平町

https://www.city.uwajima.ehime.jp/site/gou20
1807/fukkoukeikaku22.html宇和島市平成30年

7月豪雨災害

https://www.kumamura.com/kiji0031346/inde
x.html球磨村令和2年

7月豪雨災害

被災市町村の復興計画リンク一覧
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